
第４章　就労の現状とニーズ
１．就労

（１）就労の状況

就労の状況については、福祉的就労を含めて「仕事をしている」が、身体に障がいのある人で46.1％、知的障がいのある人で70.2％、精神に障がいのある人で31.2％、指定難病患者で39.8％、手帳未所持者で42.3％となっています。なお、障がい等級が上がるにつれて概ね「仕事をしている」割合が低くなっています。

図　4-1　仕事や通学の状況は、どれにあたりますか。（○は１つ）
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[image: image2.emf]仕事をしている 仕事はしていない 通学中、職業訓練中



本市における障がいのある人の就労の状況について、同格の中核市である富山市・金沢市（富山市・金沢市調査結果）と比較すると、精神に障がいのある人で「仕事をしている」の割合が富山市より低くなっているほかは、同程度となっています。

[image: image3.emf]N =

100

視覚障がい 10

聴覚等障がい 6

言語等障がい 1

肢体不自由 38

内部障がい 45

7

26

15

6

   身体障がい

   知的障がい

   精神障がい

   指定難病

   手帳未所持

22.0

30.0

33.3

28.9

13.3

14.3

42.3

6.7

33.3

56.0

50.0

66.7

100.0

50.0

60.0

14.3

23.1

60.0

33.3

4.0

5.3

4.4

13.3

8.0

5.3

13.3

3.8

20.0

6.0

20.0

7.9

2.2

71.4

19.2

33.3

4.0

2.6

6.7

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図　4-2　他市との比較

[image: image4.emf]平成25年（N = 1,837） 平成28年（N = 1,133）


（２）就労の形態

就労の形態としては、就労移行支援や就労継続支援等の事業所での福祉的就労が、身体に障がいのある人では11.9％、知的障がいのある人では62.0％、精神に障がいのある人では41.9％、指定難病患者では1.0％、手帳未所持者で81.1％となっています。一方、「正職（社）員」「正職（社）員以外」「自営業」「内職」での一般就労は、身体に障がいのある人では87.2％、知的障がいのある人では36.7％、精神に障がいのあるでは58.0％、指定難病患者で97.9％、手帳未所持者で9.1％となっています。

[image: image5.emf]平成25年（N = 353） 平成28年（N = 191）

図　4-3　どのような形で働いていますか。（○は１つ）
[image: image6.emf]平成25年（N =230） 平成28年（N =183）



（３）就労による収入

就労による収入として、一般就労では、１年間の収入100万円以上が、身体に障がいのある人で74.2％、知的障がいのある人で54.6％、精神に障がいのある人で52.6％、指定難病患者で64.2％となっています。

図　4-4　仕事による１年間の収入は、どの程度ですか。（○は１つ）(一般就労)
[image: image7.emf]平成25年（N = 295） 平成28年（N = 196）


[image: image8.emf]身体障がい（N = 1,133） 知的障がい（N = 191） 精神障がい（N = 183）

指定難病（N = 196） 手帳未所持（N = 24）


一方、福祉的就労では、１年間の収入100万円以上が、身体に障がいのある人でゼロ、知的障がいのある人で3.5％、精神に障がいのある人で8.0％などとなっています。

図　4-5　仕事による１年間の収入は、どの程度ですか。（○は１つ）(福祉的就労)
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（４）就労での困りごと

就労での困りごとについてたずねたところ、概ね共通して「特にない」の割合が最も高く、次いで、障がいにより異なるものの、「障がいについて理解や配慮をしてもらえない」などの割合も比較的に高く、特に聴覚・精神に障がいのある人で「職場でのコミュニケーションがうまくとれない」の割合が高くなっています。

[image: image11.emf]％

企業などが積極的に障がいのある人を

雇うこと

障がいのある人に配慮した職場の施

設・設備が整っていること

障がいのある人にあった就労条件が

整っていること

障がいのある人に対する事業主や職場

の仲間の理解と配慮があること

仕事をするための企業内訓練・研修の

機会が充実していること

自営業を希望する障がいのある人への

支援が充実していること

通勤や移動に対して配慮や支援がある

こと

健康管理が充実していること

障がいの特性や程度にあった仕事が

提供されること

働く場の紹介（斡旋）や相談が充実して

いること

就職に結びつく技術や知識を習得する

機会が提供されていること

就労移行支援や就労継続支援のサー

ビスが整備されていること

特に必要ない

その他

45.2

44.3

47.1

52.0

17.3

13.4

27.9

18.8

45.5

24.0

18.9

16.7

3.5

2.9

49.9

52.2

55.3

58.9

17.5

14.7

31.8

21.1

49.3

23.6

17.6

17.6

5.3

3.9

0 20 40 60 80 100

図　4-6　仕事の悩みや困っていることはありますか。（○はいくつでも）

単位：％

	区
分
	有効回答数（Ｎ）
	仕事がむずかしい
	てもらえない
障がいについて理解や配慮をし
	職場までの通勤が大変である
	通勤の費用がかかる
	通院のための休みが取りにくい
	リアフリーが十分でない
職場の建物や机などの設備のバ
	うまくとれない
職場でのコミュニケーションが
	特にない
	その他

	身体障がい
	567 
	6.2 
	14.8 
	8.5 
	5.3 
	7.1 
	5.1 
	10.9 
	58.2 
	7.4 

	
	視覚障がい
	69 
	4.3 
	18.8 
	26.1 
	8.7 
	11.6 
	8.7 
	14.5 
	46.4 
	5.8 

	
	聴覚等障がい
	73 
	4.1 
	19.2 
	2.7 
	5.5 
	0.0 
	2.7 
	30.1 
	43.8 
	8.2 

	
	言語等障がい
	7 
	0.0 
	0.0 
	0.0 
	14.3 
	0.0 
	0.0 
	0.0 
	71.4 
	14.3 

	
	肢体不自由
	169 
	4.7 
	11.8 
	10.1 
	4.7 
	6.5 
	10.1 
	12.4 
	60.4 
	4.7 

	
	内部障がい
	249 
	8.4 
	14.9 
	4.4 
	4.4 
	8.4 
	1.6 
	3.6 
	63.9 
	9.2 


「その他」として、主に表4-7のような記入がありました。

表　4-7　その他（Ｎ＝34）

	区　　分
	主な内容

	身体障がい
	・福利厚生がしっかりしていない
・低賃金
・周囲の人が手話をできないので困る

・通勤途中に交差点や歩道など危ない所がある

	知的障がい
	・賃金が安い

・職場内のいじめ

・仕事に集中するのが難しい

・医療行為が必要なため施設の車で送迎してもらえない

	精神障がい
	・給料が安い

・上司のパワハラ

・自分の考えるようにできない

	手帳未所持
	・自分の状態では他の人と仕事がやりづらい


２．未就労

（１）未就労の理由

「仕事はしていない」人にその理由をたずねたところ、概ね共通して「病気のため」「重度の障がいがあるため」「高齢のため」などの割合が比較的に高くなっています。

図　4-8　働いていない理由は、どれにあたりますか。（○はいくつでも）
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単位：％

	区
分
	有効回答数（Ｎ）
	働くところがないため
	通勤が困難なため
	自分に合った仕事がないため
	高齢のため
	病気のため
	重度の障がいがあるため
	家事に専念しているため
	その他

	身体障がい
	673 
	15.5 
	6.7 
	12.6 
	30.0 
	37.7 
	32.1 
	13.7 
	5.8 

	
	視覚障がい
	70 
	20.0 
	11.4 
	17.1 
	20.0 
	21.4 
	44.3 
	10.0 
	2.9 

	
	聴覚等障がい
	45 
	20.0 
	6.7 
	20.0 
	44.4 
	22.2 
	13.3 
	20.0 
	6.7 

	
	言語等障がい
	9 
	0.0 
	0.0 
	11.1 
	33.3 
	33.3 
	55.6 
	0.0 
	0.0 

	
	肢体不自由
	288 
	12.8 
	8.0 
	10.4 
	27.4 
	26.4 
	45.1 
	15.3 
	5.9 

	
	内部障がい
	261 
	16.9 
	4.2 
	12.6 
	33.0 
	57.5 
	16.9 
	12.3 
	6.5 


「その他」として、主に表4-9のような記入がありました。

表　4-9　その他（Ｎ＝63）

	区　　分
	主な内容

	身体障がい
	・働ける状態にない

・介護を受けているため

・定年退職をしたため

・精神的に難しいため

・ストーマへの不安

・自立訓練中

	知的障がい
	・働ける状態にない

	精神障がい
	・体力、気力がないため
・人とのつきあいができないため
・気持ちにゆとりがない
・働くと体調が悪くなるため
・自宅で仕事をしたいが、技術がない
・求職中

・子どもが小さいため

	指定難病
	・働いていたが、自由な時間がほしいため

・親の介護のため

・子どもに障がいがあるため

	手帳未所持
	・リハビリ中のため


（２）就労への意向

「仕事はしていない」人に就労への意向をたずねたところ、「働きたい」が、身体に障がいのある人で17.5％、知的障がいのある人で19.0％、精神に障がいのある人で21.0％、指定難病患者で11.4％などとなっています。

図　4-10　今後、働きたいと思いますか。（○は１つ）
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前回調査結果と比較すると、いずれも「働きたい」の割合が低くなっており、特に知的障がいのある人では１割程度低くなっています。
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図　4-11　3年前との比較

（３）希望する就労形態

今後「働きたい」人に希望する就労形態をたずねたところ、就労移行支援や就労継続支援等の事業所での福祉的就労の割合が知的障がいのある人で71.4％と高いものの、このほかでは、「正職（社）員」「正職（社）員以外」「自営業」「内職」での一般就労の割合が高くなっています。

図　4-12　今後「働きたい」方は、どのような形で働きたいですか。（○は１つ）
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前回調査結果と比較すると、福祉的就労を希望する割合が、知的・精神に障がいのある人で高まっています。

[image: image17.emf]身体障がい（N = 567） 知的障がい（N = 147） 精神障がい（N = 67）

指定難病（N = 91） 手帳未所持（N = 9）

図　4-13　3年前との比較
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まくとれない

特にない

その他



6.2 

14.8 

8.5 

5.3 

7.1 

5.1 

10.9 

58.2 

7.4 

6.8 

9.5 

13.6 

8.2 

3.4 

3.4 

18.4 

53.1 

7.5 

17.9 

19.4 

10.4 

11.9 

6.0 

4.5 

35.8 

26.9 

16.4 

4.4 

2.2 

5.5 

5.5 

17.6 

1.1 

6.6 

64.8 

2.2 

11.1 

33.3 

0.0 

11.1 

11.1 

11.1 

11.1 

55.6 

22.2 

0 20 40 60 80 100



３．働くための環境づくり

障がいのある人が働くために必要なことをたずねたところ、概ね共通して「障がいのある人に対する事業主や職場の仲間の理解と配慮があること」「障がいのある人にあった就労条件が整っていること」「障がいのある人に配慮した職場の施設・設備が整っていること」などの割合が比較的に高くなっています。なお、特に知的・精神に障がいのある人で「障がいの特性や程度にあった仕事が提供されること」の割合が高くなっています。

[image: image19.emf]働きたい

働きたいが自分の身体状況等を考えると難しい

働くつもりはない、または、働く必要がない

図　4-14　障がいのある方が働くためには、どのようなことが必要だと思いますか。
（○はいくつでも）
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単位：％

	区　　　分
	有効回答数（Ｎ）
	企業などが積極的に障がいのある人を雇うこと
	ていること
障がいのある人に配慮した職場の施設・設備が整っ
	障がいのある人にあった就労条件が整っていること
	と配慮があること
障がいのある人に対する事業主や職場の仲間の理解
	ていること
仕事をするための企業内訓練・研修の機会が充実し
	ていること
自営業を希望する障がいのある人への支援が充実し
	通勤や移動に対して配慮や支援があること
	健康管理が充実していること
	障がいの特性や程度にあった仕事が提供されること
	働く場の紹介（斡旋）や相談が充実していること
	れていること
就職に結びつく技術や知識を習得する機会が提供さ
	援があること
就労した後の環境の変化に伴う生活面の相談等の支
	ていること
就労移行支援や就労継続支援のサービスが整備され
	特に必要ない
	その他

	身体障がい
	1,133 
	49.9 
	52.2 
	55.3 
	58.9 
	17.5 
	14.7 
	31.8 
	21.1 
	49.3 
	23.6 
	17.6 
	20.3 
	17.6 
	5.3 
	3.9 

	
	視覚
障がい
	127 
	55.1 
	57.5 
	53.5 
	70.1 
	25.2 
	26.8 
	48.0 
	22.0 
	48.8 
	31.5 
	24.4 
	26.0 
	22.8 
	3.9 
	3.9 

	
	聴覚等
障がい
	106 
	56.6 
	50.9 
	50.0 
	67.9 
	24.5 
	13.2 
	18.9 
	24.5 
	50.9 
	28.3 
	18.9 
	23.6 
	24.5 
	2.8 
	0.9 

	
	言語等
障がい
	13 
	61.5 
	46.2 
	30.8 
	69.2 
	38.5 
	7.7 
	38.5 
	7.7 
	69.2 
	38.5 
	30.8 
	38.5 
	30.8 
	7.7 
	7.7 

	
	肢体
不自由
	415 
	49.2 
	55.7 
	54.7 
	57.6 
	17.1 
	11.8 
	38.3 
	15.4 
	52.0 
	23.1 
	18.3 
	19.5 
	17.8 
	5.5 
	4.8 

	
	内部
障がい
	472 
	47.2 
	48.1 
	58.3 
	54.7 
	13.6 
	14.6 
	24.4 
	25.4 
	46.2 
	20.3 
	14.4 
	18.2 
	14.0 
	5.9 
	3.6 

	知的障がい
	191 
	47.1 
	53.9 
	48.2 
	62.3 
	26.7 
	9.4 
	33.0 
	22.0 
	60.2 
	26.7 
	18.8 
	29.3 
	35.6 
	4.7 
	4.7 

	
	A
	5 
	60.0 
	80.0 
	60.0 
	60.0 
	40.0 
	20.0 
	40.0 
	40.0 
	60.0 
	40.0 
	40.0 
	40.0 
	40.0 
	0.0 
	0.0 

	
	A1
	35 
	40.0 
	68.6 
	51.4 
	68.6 
	34.3 
	20.0 
	54.3 
	34.3 
	77.1 
	31.4 
	17.1 
	34.3 
	40.0 
	0.0 
	5.7 

	
	A2
	34 
	35.3 
	67.6 
	50.0 
	79.4 
	35.3 
	11.8 
	44.1 
	26.5 
	58.8 
	26.5 
	23.5 
	41.2 
	41.2 
	2.9 
	5.9 

	
	B1
	70 
	41.4 
	47.1 
	41.4 
	50.0 
	18.6 
	7.1 
	25.7 
	18.6 
	60.0 
	27.1 
	15.7 
	22.9 
	31.4 
	10.0 
	4.3 

	
	B2
	47 
	68.1 
	40.4 
	53.2 
	63.8 
	25.5 
	2.1 
	19.1 
	12.8 
	48.9 
	21.3 
	19.1 
	25.5 
	34.0 
	2.1 
	4.3 

	精神障がい
	183 
	37.2 
	47.5 
	51.9 
	52.5 
	22.4 
	10.9 
	31.7 
	26.8 
	53.0 
	26.2 
	25.1 
	31.1 
	21.9 
	7.7 
	9.8 

	
	１級
	32 
	31.3 
	50.0 
	37.5 
	56.3 
	12.5 
	12.5 
	25.0 
	9.4 
	50.0 
	18.8 
	12.5 
	21.9 
	18.8 
	15.6 
	6.3 

	
	２級
	124 
	39.5 
	50.0 
	55.6 
	50.8 
	24.2 
	10.5 
	35.5 
	33.1 
	53.2 
	25.8 
	28.2 
	33.9 
	21.8 
	7.3 
	11.3 

	
	３級
	27 
	33.3 
	33.3 
	51.9 
	55.6 
	25.9 
	11.1 
	22.2 
	18.5 
	55.6 
	37.0 
	25.9 
	29.6 
	25.9 
	0.0 
	7.4 


「その他」として、主に表4-15のような記入がありました。

表　4-15　その他（Ｎ＝59）

	区　　分
	主な内容

	身体障がい
	・障がい者自身が努力すること

・障がいがあっても資格があることを平等に認めてほしい

・賃金の向上

	知的障がい
	・市の職員及び福祉従事者の教育を充実してほしい

	精神障がい
	・安定した就業形態

・パワハラをさせないこと

	指定難病
	・本人へも企業へも支援を充実

	手帳未所持
	・健康状態に合わせた障がい者の働き方の事例を伝えたりすることが必要


前回調査結果と比較すると、概ね共通して「障がいのある人に配慮した職場の施設・設備が整っていること」「障がいのある人にあった就労条件が整っていること」「障がいのある人に対する事業主や職場の仲間の理解と配慮があること」などの割合が高まっています。

図　4-16　3年前との比較
　　①　身体障がい
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[image: image22.emf]仕事をしている 仕事はしていない 通学中、職業訓練中



　　②　知的障がい
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[image: image24.emf]岐阜市



　　③　精神障がい

[image: image25.emf]％

働くところがないため

通勤が困難なため

自分に合った仕事がないため

高齢のため

病気のため

重度の障がいがあるため

家事に専念しているため

その他



15.5 

6.7 

12.6 

30.0 

37.7 

32.1 

13.7 

5.8 

10.9 

3.1 

12.5 

15.6 

39.1 

60.9 

3.1 

3.1 

14.5 

10.3 

11.7 

27.6 

61.4 

19.3 

10.3 

11.7 

6.4 

0.7 

9.2 

58.2 

51.1 

11.3 

14.9 

7.1 

10.0 

10.0 

10.0 

10.0 

60.0 

0.0 

0.0 

20.0 

0 20 40 60 80 100

[image: image26.emf]身体障がい（N = 673） 知的障がい（N = 64） 精神障がい（N = 145）

指定難病（N = 141） 手帳未所持（N = 10）



　　④　指定難病

[image: image27.emf]働きたい

働きたいが自分の身体状況等を考えると難しい

働くつもりはない、または、働く必要がない
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68

[image: image29.emf]正職（社）員

正職（社）員以外（アルバイト、パート、契約社員、派遣社員、日雇い等）

自営業（家の仕事の手伝いを含む）

内職

就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所、作業所等を利用

その他

[image: image30.emf]正職（社）員以外（アルバイト、パート、契約社員、派遣社員、日雇い等）

自営業（家の仕事の手伝いを含む）

[image: image31.emf]50万円以下 50万円以上～100 万円未満

100 万円以上～200 万円未満 200 万円以上～500 万円未満

500 万円以上～800 万円未満 800 万円以上

[image: image32.emf]正職（社）員

正職（社）員以外（アルバイト、パート、契約社員、派遣社員、日雇い等）

自営業（家の仕事の手伝いを含む）

内職

就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所、作業所等を利用

その他

[image: image33.emf]正職（社）員

正職（社）員以外（アルバイト、パート、契約社員、派遣社員、日雇い等）

自営業（家の仕事の手伝いを含む）

内職

就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所、作業所等を利用

その他

